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福祉相談体制充実事業 事務事業評価シート

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

民生相談員（民生委員）と地域福祉訪問相談員が連携し、住民が抱える様々な暮らしの相談に
幅広く応じ、住民の課題解決を図ってきているが、相談の担い手である民生委員のなり手不足
が生じており、より一層の民生委員への支援が求められる。

民生相談員の相談支援件数は減少し、地域福祉訪問相談員の相談件数は、9,533件と目標件数
を上回った。地域福祉訪問相談員の増員により、民生委員の活動に対する負担を軽減しつつ、
市民の相談件数は、おおむね目標値どおりの結果を得られており、市民の福祉向上は図られた
と考える。

目標値より低い

7,000 8,000
9,533

民生の安定や地域福祉の向上を図っていく視点から、行政が
担っていくべきものである。

 受益と負担の適正化余地 市内全域を事業対象としており受益の機会は均等である。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括

成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

目標値より高い ○ 概ね目標値どおり

③

② 地域福祉訪問相談件数 件
目標

①

実績

民生相談員相談支援件数

目標

実績 6,885

8,443
件

10,000 8,800目標

実績

7,462実績

28年度(実績)

③
計画

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 29年度(実績)

②
計画

① 民生相談員配置人数 人
計画 246

実績

委託

公
平
性

市民が抱える様々な諸問題の相談を受ける民生委員の負担軽減
に努めていく必要がある。向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

市民への相談対応には、相談件数に留まらず専門性や特殊性な
ど多様な対応が求められることから、現行の事業費や人件費の
削減余地はない。

対象外
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

意図
市民が抱える諸問題の解決に向けて関係機関等との連携を図り、広く相談に応じる機会
を提供することで、市民が気軽に相談することができる。 妥当である

見直し余地がある

○民生相談　20,233千円（H28　20,903千円）
　支援を必要とする地域住民への訪問や相談　民生相談員246人
○地域福祉訪問相談　23,347千円（H28　18,184千円）
　民生委員と連携し、一人暮らし高齢者等への訪問相談と災害時要援護者台帳の登録推進を図
る地域福祉訪問相談員の設置（相談員を8人から10人に増員）

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

【 事後評価 】平成 29 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 03 01 01

政策 2-5 福祉の充実
施策 1 地域福祉の推進

30年度(計画)

29年度(実績) 30年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

134010 福祉相談体制充実事業

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的 福祉相談体制の充実

対象 福祉課題を抱えた市民及び日常の見守りが必要な高齢者等

246

後援・協賛 補助・助成

28年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 246 246
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単位：千円

○ ～

　

福祉相談体制充実事業

目

01

事業ｺｰﾄﾞ

134010

市の社会福祉行政の円滑なる遂行を図り、市民生活の安定と福祉の向上を期するため、民生相
談員を設置。民生委員の活動に対する負担軽減を図るため、地域福祉訪問相談員を配置し、民
生委員と連携した訪問相談活動を行う。

一般財源 39,059 43,552

事業名

29 年度 平成 29

一般 03 01 福祉相談体制充実事業

※特定財源の内訳

・県支出金　28千円
　民生委員推せん会　20千円
　県事務移譲交付金　 8千円

その他

単年度繰返 期間限定 〔平成

事業開始の背景・経緯

地域の住民が共に助け合って生活しています。

【福祉相談体制充実事業　　43,580千円】
○　民生相談事業　　20,233千円
　（支援を必要とする地域住民への訪問や相談）
　　民生相談員246人（@79,000円）　19,394千円
　　花巻市民生委員児童委員協議会事業補助金　　738千円
　　事務経費等　　101千円
○　地域福祉訪問相談事業　　23,347千円
　　民生委員と連携し地域課題の解決（行政へのつなぎ）、一人暮らし高齢者等への訪問相談
　と災害時要援護者台帳の登録推進を図り、民生委員の負担軽減を図る。
　　地域福祉訪問相談事業委託料　23,347千円

事業概要

○民生相談　20,233千円（H28　20,903千円）
　支援を必要とする地域住民への訪問や相談　民生相談員246人
○地域福祉訪問相談　23,347千円（H28　18,184千円）
　民生委員と連携し、一人暮らし高齢者等への訪問相談と災害時要援護者台帳の登録推進を図
る地域福祉訪問相談員の設置（相談員を8人から10人に増員）

事業説明資料

　地域によっては、民生委員のなり手が不足するなど、民生委員の確保に苦慮している。民生
委員の活動は多岐にわたり、負担が増大している。

意見・要望等の状況（市政懇談会や支所執務、議会答弁対応その他意見・提言等）

部重点施策における目標

年度〕事業期間

4,493

地方債
財
源
内
訳

国・県 28 28

39,087 43,580 4,493

28年度
決算額(A)

29年度
決算額(B)

30年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

事業費

担当係長 内線

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

担当部署 部名 健康福祉部 課名 地域福祉課

平成 29 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
八重樫裕子 593

相談
・

台帳
登録

訪問
・

見守り
・

つなぎ

相談
・

台帳
登録

日常的に見守りや支援を必要な住民

市民

災害時における援護等が必要な住民

日常的に見守りが必要な住民のサポート

住民の相談内容に応じた相談機関へのつなぎ

民生相談員 地域福祉訪問相談員連携

訪問
・

見守り
・

つなぎ
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地域福祉推進事業 事務事業評価シート

30年度(計画)

29年度(実績) 30年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

134020 地域福祉推進事業

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的 地域福祉の基礎づくり

対象 市民

3

後援・協賛 補助・助成

28年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 3 4

【 事後評価 】平成 29 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 03 01 01

政策 2-5 福祉の充実
施策 1 地域福祉の推進

意図
市民自らが地域の福祉課題を認識し、地域共通の課題として捉えることを目指し、住民
同士で助け合う体制づくりを推進する。 妥当である

見直し余地がある

○福祉情報の発信　2,549千円
地域福祉専門員を配置（1人）し、広報はなまき等を通じて情報を発信
○団体活動支援　76,712千円
ボランティアセンター事業補助金
総合福祉センター管理運営事業補助金
花巻地区保護司会事業補助金
岩手県更生保護協会事業補助金
花巻市社会福祉協議会事業補助金
花巻市社会福祉大会開催事業補助金

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

委託

公
平
性

地域住民との話し合いを重ねるとともに、市広報誌やホーム
ページを活用した地域福祉情報を発信していくことで、共助意
識の醸成や住民同士で見守り支え合う体制づくりを推進する必
要がある。

向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

必要最低限の事業費と人件費で実施しており、削減の余地はな
い。

対象外
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

③
計画

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 29年度(実績)

② 福祉ボランティア登録者数 人
計画 20,000

① 福祉情報の市広報誌への掲載 回
計画 3

実績 14,294 10,086
20,000

人
10,000 10,000目標

実績

9,203実績

28年度(実績)成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

目標値より高い ○ 概ね目標値どおり

③

② 福祉ボランティア活動件数 件
目標

①

実績

福祉ボランティア活動参加者数

目標

実績 2,643

9,032

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

市広報誌やホームページで各種福祉情報を発信するとともに、地域福祉専門員を配置すること
により、保健福祉総合計画に基づく地域福祉の推進と総合的な福祉のまちづくりの推進が図ら
れる。また、市社会福祉協議会を通じて気軽にボランティア活動に参加できる体制を整備する
とともに、各種イベントなどで広く市民にボランティア精神の醸成を図りつつ、ボランティア
活動をつなぐ機能を強化することで地域福祉の推進が図られる。

ボランティアセンターでの活動参加者数と活動件数は、市民が地域福祉活動に参画した結果で
あり、実績は近年、小地域福祉活動も定着してきたこともあり増加傾向がみられるため、今後
はさらなる活動の推進を目指す。

目標値より低い

3,000 3,000
2,659

地域住民が自助、共助、公助の役割分担を認識し、お互いに助
け合い支え合う意識の醸成を図り、共助による地域福祉社会が
実現するまで、市が主導して関わる必要がある。

 受益と負担の適正化余地 市民全体を対象とした事業であり受益の機会は均等である。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括
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単位：千円

○ ～

　

地域福祉推進事業

事業開始の背景・経緯

地域の住民が共に助け合って生活しています。

平成 29 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
八重樫裕子 593担当係長 内線

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

担当部署 部名 健康福祉部 課名 地域福祉課

28年度
決算額(A)

29年度
決算額(B)

30年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

事業費
77,667 79,261 1,594

財
源
内
訳

国・県

地方債

1,594

部重点施策における目標

年度〕事業期間 単年度繰返 期間限定 〔平成

事業概要

○福祉情報の発信　2,549千円
地域福祉専門員を配置（1人）し、広報はなまき等を通じて情報を発信
○団体活動支援　76,712千円
ボランティアセンター事業補助金
総合福祉センター管理運営事業補助金
花巻地区保護司会事業補助金
岩手県更生保護協会事業補助金
花巻市社会福祉協議会事業補助金
花巻市社会福祉大会開催事業補助金

事業説明資料

意見・要望等の状況（市政懇談会や支所執務、議会答弁対応その他意見・提言等）

目

01

事業ｺｰﾄﾞ

134020

今日の少子高齢化、核家族化、ライフスタイルの多様化の進行による保健福祉に関わる複雑な
課題に的確に対応するため、保健福祉総合計画に基づく地域福祉の推進と総合的な福祉のまち
づくりの推進を図る必要がある。

一般財源 77,667 79,261

事業名

29 年度 平成 29

一般 03 01 地域福祉推進事業

※特定財源の内訳

その他

社会福祉協議会

ボランティアセンター

（つなぐ機能）
ボランティア希望者 ボランティアのニーズ

活
動
支
援

福祉ボランティアの養成、普及啓発、各種イベントでボランティア活動の場を提供等

市

地域福祉専門員

○市広報誌への掲載（３回）

○市ホームページでの情報発信

○社明活動参加

○保護司会活動参加

○ふれあい出前講座講師

（保健福祉総合計画）

○地区定例民児協出席

○民生委員研修会参加
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（単位：千円）
《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること 【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

【地域福祉推進事業　79,261千円】
※事業概要

○福祉情報の発信　2,549千円（H28　2,539千円）
（非常勤1名、需用費等）

○ボランティアセンター事業補助金　700千円（H28　725千円）
・ボランティア養成、育成、情報発信
・ボランティア協力校の登録推進、イベントへの参加協力
・ボランティア保険の周知、加入促進

○総合福祉センター等管理運営事業補助金　9,962千円（H28　10,641千円）
（センター等の管理運営費：社協）

○花巻地区保護司会事業補助金　200千円（H28　200千円）
（犯罪予防活動及び更生保護を目的に保護司会への活動助成）

○岩手県更生保護協会事業補助金　170千円（H28　162千円）
（県内の更生保護事業の進展を目的に更生保護法人への活動助成　花巻地区42人分）

○花巻市社会福祉協議会事業補助金　64,930千円（H28 63,400千円）
（市社協に勤務する事務職員の給与に対する補助）

○第6回花巻市社会福祉大会開催事業補助金　750千円（H27 739千円）
（市社会福祉大会開催補助　隔年開催）

地域福祉推進事業

会計 款

平成 事後評価

134020

29

01

事業ｺｰﾄﾞ

年度事業説明資料 】

事業名

地域福祉推進事業

【

項

01

目

保健福祉総合計画に基づく地域福祉の推進と総合的な福祉のまちづくりの推進を図るため、地域福祉専門員を配置し、地域福祉計画の浸透を
図る。各種福祉情報を市広報誌やＨＰ等を通じて地域住民へ発信する。社会福祉事業の拠点施設及び公共性の高い団体を支援することで、社
会福祉活動の推進と啓発を図る。

事業説明資料

一般 03
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婦人相談事業 事務事業評価シート

30年度(計画)

29年度(実績) 30年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

134030 婦人相談事業

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的
女性の生活の安定と自立を図るため、家庭内暴力や離婚などに関する女性からの相談に応
じ、必要な助言指導を行う。

対象 家庭生活について悩みを持つ女性

100

後援・協賛 補助・助成

28年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 73 93

【 事後評価 】平成 29 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 03 01 01

政策 2-5 福祉の充実
施策 1 地域福祉の推進

意図 悩みの解決に向けて、方向性を見出せるようになる。
妥当である

見直し余地がある

○婦人相談
  ・婦人相談員１名を配置し、女性からの相談受付と助言指導
　・土曜日・日曜日（祝日・年末年始を除く）の相談、指導業務と弁護士相談業務、
　　スキルアップ講座の委託
○母子・父子及び寡婦福祉資金貸付
　申請受付と県への進達（審査、実行は県の事務）

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

委託

公
平
性

複雑多岐な相談に対し、関係機関との連携により迅速かつ適正に
対応する。向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

現在、相談に対応する婦人相談員は１名であり削減できない。

対象外
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

③
計画

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 29年度(実績)

② 福祉資金貸付件数 件
計画 30

① 相談者数 人
計画 100

実績 30 32

30

％
70.0 75.0目標

実績

97.8実績

28年度(実績)成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

○ 目標値より高い 概ね目標値どおり

③

②
目標

①

実績

解決に向けて方向性を見出せるよ
うになった女性の割合

目標

実績

98.6

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

女性からの相談に応じ、助言指導することにより、相談者の問題解決に向けての方向性を導いて
いる。
相談は、家庭事情や生計等が複雑に絡むケースもあり、土日相談・女性弁護士相談の利用や、関
係機関との連携により、今後も継続して相談体制の充実が必要である。。

　対象家庭の環境により左右されるため、相談者数及び福祉資金貸付件数は年度により増減があ
るが、求めに応じて相談対応し、解決に向けて方向性を見出せるようになった女性の割合の目標
値を70％にし、解決の方向性を導いている。
　関係機関との連携により、個々のケースに応じた速やかな対応に努めたため、目標値を大きく
上回る結果となったもの。

目標値より低い

家庭内暴力からの避難のために一時保護所への送致が必要な場合
があるため、市の関与が必要である。

 受益と負担の適正化余地 市内の18歳以上の女性すべてを対象としており、偏りや不公平は
ない。また、相談は相談者が自分の方向性を見出すための初期の
ものであるため、費用負担は望ましくない。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括
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単位：千円 婦人相談事業　　7,113千円　

事業概要
１．婦人相談業務　2,232千円

・相談、指導業務
・母子・父子及び寡婦福祉資金貸付の申請受付（審査、実行は県の事務）

２．婦人相談業務、女性弁護士相談、スキルアップ講座の委託　4,881千円

・委託内容 平日・土日（祝日を除く）婦人相談、指導業務
女性弁護士相談業務（月1回）
スキルアップ講座（年4回）

○ ～

　

婦人相談事業

内線担当部署

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

平成 29 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
吉田睦美 507担当係長部名 健康福祉部 課名 地域福祉課

28年度
決算額(A)

29年度
決算額(B)

30年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

03 01 婦人相談事業

事業費
4,040 7,113 3,073

財
源
内
訳

▶家庭内暴力（ＤＶ）や離婚などに関する女性からの相談に応じるため、婦人相談員
１名を地域福祉課に配置し、下記の業務を行う。

国・県 849 1,119 270

地方債

部重点施策における目標

年度〕事業期間

▶平日の他、土日の婦人相談等を委託。市と連携し総合的な相談体制を図るほか、家
庭事情や生計等の相談を解決に繋げるため、女性弁護士相談やスキルアップ講座な
どを開催。
※委託先：特定非営利活動法人　母と子の虹の架け橋

2,803

※特定財源の内訳

事業概要

○婦人相談
  ・婦人相談員１名を配置し、女性からの相談受付と助言指導
　・土曜日・日曜日（祝日・年末年始を除く）の相談、指導業務と弁護士相談業務、
　　スキルアップ講座の委託
○母子・父子及び寡婦福祉資金貸付
　申請受付と県への進達（審査、実行は県の事務）

事業説明資料

意見・要望等の状況（市政懇談会や支所執務、議会答弁対応その他意見・提言等）

単年度繰返 期間限定 〔平成

事業開始の背景・経緯

１　地域の住民が共に助け合って生活しています。
２　安心して子育てしています。

目

01

事業ｺｰﾄﾞ

134030

昭和31年、要保護女子につき、相談に応じ、必要な指導を行うため婦人相談員を設置した。
現在は、家庭内暴力や離婚問題に関する相談が多く寄せられている。

一般財源 3,191 5,994

事業名

年度 平成

一般

14020201-0101　婦人相談
15010301-0107　県事務移譲交付金

その他
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○

○

○

〔 〕
○

臨時給付金支給事業 事務事業評価シート

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

　国の制度による支給事務を自治体が行うものであり、支給要綱に基づき対象者全員への適正
な支給に努める必要がある。

臨時福祉給付金に対する決定率の目標を100％とし、給付金の支給事務を適切に処理した。

目標値より低い

国の支給要綱に基づき、対象者に給付金を支給するものであ
る。

 受益と負担の適正化余地 国の支給要綱に基づき支給決定し、定められた額を支給してい
る。受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括

成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

目標値より高い 概ね目標値どおり

③

②
目標

①

実績

目標

実績

目標

実績

実績

28年度(実績)

③
計画

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 29年度(実績)

②
計画

① 臨時福祉給付金支給者 人
計画 19,981

実績

委託

公
平
性

国の支給要綱に基づき、対象者に給付金を支給するものであ
る。向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

国の支給要綱に基づく事務のため、削減余地はない。

適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

意図 消費税引き上げに伴う低所得者への影響緩和と個人消費の下支えを行う。
妥当である

見直し余地がある

○簡素な給付措置（臨時福祉給付金経済対策分）
　平成26年4月の消費税率引き上げに伴う負担の影響を緩和するため、市民税（均等割）が非
課税の方に対し、平成29年4月～平成31年9月までの2年半分の経済対策分臨時福祉給付金の支
給を行う。
　【支給対象者】平成28年1月1日現在、市の住民基本台帳に登録があり、平成28年度市民税
　　　　　　　　（均等割）非課税の者
　　　　　　　　＊ただし、課税者の扶養に入っている者や生活保護の受給者は除く
　【支給額】対象者一人につき15,000円

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

【 事後評価 】平成 29 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 03 01 01

政策 2-5 福祉の充実
施策 1 地域福祉の推進

30年度(計画)

29年度(実績) 30年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

138530 臨時給付金支給事業

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的
消費税率の引上げに伴う低所得者への影響緩和のため臨時福祉給付金（経済対策分）の
支給を行う。

対象 平成28年度市民税（均等割）が非課税の者

19,700

後援・協賛 補助・助成

28年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 17,947 18,524
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単位：千円 臨時給付金支給事業 （国10/10）
　

 １．事業費　　　　２７７，８６０千円
【支給対象者】
　　
　
　

　
【給付額】
　　対象者一人につき15,000円

(H29.4月～H31.9月までの2年半分の消費税引上げに伴う食費支出額の増加分）
【支給対象者の積上】
　　給付額 当　　初 295,500千円（支給対象者 19,700人）H28臨時福祉給付金支給実績より

支給実績 277,860千円（支給決定者 18,524人×15,000円）

 ２．事務費　　　　　１２，５６５千円 
摘　　　要

職員時間外手当（13時間）

事務消耗品、印刷製本費（封筒）

郵送料、振込手数料（＠108×13,314件）

○ ～ 給付金ｼｽﾃﾑ構築・運用費

事務借上料(ｺﾋﾟｰ機2台）

　

臨時給付金支給事業

15,475

決算額
37

4,928
562

4,371
2,592

75
12,565

6,230
769

5,024

平成28年1月1日現在、市の住民基本台帳に登録があり、平成28年度市民税(均等割）が
非課税の者（ただし、課税者の扶養に入っている者や生活保護の受給者を除く）

区分
３節
７節
11節
12節
13節
14節
合計

予算額
600

目

01

事業ｺｰﾄﾞ

138530

　政府が閣議決定した「一億総活躍社会」の実現に向け、消費税率引上げによる影響を緩和す
るため平成28年度に引き続き「簡素な給付措置（臨時福祉給付金）」を支給する。

一般財源

事業名

29 年度 平成 29

一般 03 01 臨時給付金支給事業

※特定財源の内訳

その他

単年度繰返 期間限定 〔平成

事業開始の背景・経緯

－

90,136 290,425

事業概要

○簡素な給付措置（臨時福祉給付金経済対策分）
　平成26年4月の消費税率引き上げに伴う負担の影響を緩和するため、市民税（均等割）が非
課税の方に対し、平成29年4月～平成31年9月までの2年半分の経済対策分臨時福祉給付金の支
給を行う。
　【支給対象者】平成28年1月1日現在、市の住民基本台帳に登録があり、平成28年度市民税
　　　　　　　　（均等割）非課税の者
　　　　　　　　＊ただし、課税者の扶養に入っている者や生活保護の受給者は除く
　【支給額】対象者一人につき15,000円

事業説明資料

支給に係る対象者の抽出、および市民への周知、申請受付、支給を速やかに行い平成３０年８
月までに事業を終了する必要がある。

意見・要望等の状況（市政懇談会や支所執務、議会答弁対応その他意見・提言等）

部重点施策における目標

年度〕事業期間 2,765
87

臨時補助員賃金（7人）、日々雇用職員（11人）

地方債

国・県 90,136 290,425 200,289

事業費
200,289

財
源
内
訳

28年度
決算額(A)

29年度
決算額(B)

30年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

部名 健康福祉部 課名 地域福祉課

２９０，４２５千円

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

平成 29 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
八重樫裕子 593担当係長 内線担当部署
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○

○

○

〔 〕
○

寡婦等医療費助成事業 事務事業評価シート

30年度(計画)

29年度(実績) 30年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

134350 寡婦等医療費助成事業

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的
　ひとり親家庭の保護者が子育て後も安心して生活できる環境づくりを推進するため、
経済的負担を軽減する。

対象 　寡婦及び寡夫

590

後援・協賛 補助・助成

28年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 562 577

【 事後評価 】平成 29 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 03 01 09

政策 2-5 福祉の充実
施策 1 地域福祉の推進

意図
　医療費一部負担金の一部を助成することにより、寡婦等の生活に係る経済的負担が軽
減され、ひとり親家庭の保護者が子育て後も安心して生活できる環境づくりを図る。 妥当である

見直し余地がある

○寡婦等医療費助成事業（市単独事業）
　対象者：配偶者のない者で、かつて配偶者のない者として18歳までの児童を扶養していた者
         （70歳未満）
　給付額：1医療機関1月につき、入院2,500円、入院外750円を控除した額の2分の1

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

委託

公
平
性

　ひとり親から寡婦に移行する者については漏れなく把握して
おり、申請の勧奨をおこなっている。向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

　事業費の大部分は医療給付費であり、受給者の受診状況に応
じた予算措置が必要である。医療費給付システムの活用等、事
務内容の見直しを行っているが、毎月の給付を限られた期間内
に正確に行うためには、現在の業務時間は削減できない。

対象外
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

③
計画

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 29年度(実績)

② 寡婦等医療費給付額 千円
計画 11,000

① 寡婦等医療費受給者証交付人数 人
計画 590

実績 9,304 10,176
11,000

目標

実績

実績

28年度(実績)成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

目標値より高い 概ね目標値どおり

③

②
目標

①

実績

目標

実績

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

　ひとり親家庭の保護者が子育て後も安心して生活できる環境づくりを図るため、円滑かつ確
実に助成を実施することにより、寡婦等の経済的負担を軽減する。

目標値より低い

　寡婦を対象とした保健福祉制度や税制度があることからも寡
婦の保護の必要性は認められているものであり、ひとり親とし
て経済的負担の大きい生活をしてきた寡婦等に対して医療費を
助成することは妥当である。

 受益と負担の適正化余地 　受給資格の認定や自己負担額について、市の規則で定めてい
る。ひとり親として経済的負担の大きい生活をしてきた寡婦等
に対して医療費を助成することは妥当である。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括
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単位：千円

○ ～

・事業費の内訳
医療給付費　　 （単位：円）
需用費（受給者証印刷費等）
役務費（通知書等郵便料）
委託料（国保連　審査集計委託）

計

　

寡婦等医療費助成事業

平成 29 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
佐藤 庸子 533担当係長 内線

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

担当部署 部名 健康福祉部 課名 国保医療課

28年度
決算額(A)

29年度
決算額(B)

30年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

事業費
10,560 11,523 12,610 963

財
源
内
訳

国・県

地方債

12,610 963

部重点施策における目標

年度〕事業期間
入院

自己負担額　2,500円とそれ超えた1/2
（高額療養費は自己申請）

市負担額　2,500円を超えた1/2
（高額療養費分を除く）

事業説明資料

意見・要望等の状況（市政懇談会や支所執務、議会答弁対応その他意見・提言等）

10,176,271
67,787

111,000
1,168,358

11,523,416事業概要

単年度繰返 期間限定 〔平成

事業開始の背景・経緯

地域の住民が共に助け合って生活しています。

自己負担額　750円とそれ超えた1/2
（高額療養費は自己申請）

市負担額　750円を超えた1/2
（高額療養費分を除く）

入院外

○寡婦等医療費助成事業（市単独事業）
　対象者：配偶者のない者で、かつて配偶者のない者として18歳までの児童を扶養していた者
         （70歳未満）
　給付額：1医療機関1月につき、入院2,500円、入院外750円を控除した額の2分の1

目

09

事業ｺｰﾄﾞ

134350

・平成6年5月　市長、議長に陳情（請願）。平成6年9月の議会で請願が採択
・平成7年8月　事業開始

一般財源 10,560 11,523

事業名

年度 平成

一般 03 01 寡婦等医療費助成事業

※特定財源の内訳

なし

その他

・医療費助成給付の流れ（償還

① 一部負担金支払（給付申請書提出）
受給者 医療機関

［診療・調剤］
翌々月末 ④ 医療費給付 ② 給付申請書・レセプト送 翌月初め

花巻市 岩手県国保連
③ レセプト、審査集計、給付データ送付　翌々月初

・医療費支給額内訳

医療費給付額



別紙1 2018/10/1

※色付きのセルのみ入力してください。また、行・列の挿入や削除は絶対に行わないでください。

○

○

○

〔 〕
○

生活困窮者支援事業 事務事業評価シート

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

　
　本事業は、生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立支援
を行うものであり、貧困対策として有効な事業である。
　なお、平成27年度まで実施していた生活保護適正化事業は、法改正により、生活困窮者自立
支援事業に組み込まれたため、本事業へ統合となった。

　本事業により、関係機関と連携を図りながら個々のケースに応じた指導援助により、支援対
象者の自立助長に資することができた。

 
　相談支援事業の開始から３年が経過して支援員の援助技術や問題解決力が向上し、自立に向
けた的確な支援を実施できたことにより、支援対象者の就労に結びつけることができ、概ね目
標値どおりの結果になったものと思われる。

目標値より低い

1.01

40

1.01

30
31

1.07

　生活困窮者自立支援法(平成25年制定)により、市は生活困窮
者自立相談支援事業及び生活困窮者住宅確保給付金の支給を行
う責務を有することとなった。

 受益と負担の適正化余地

　生活困窮者を対象者(受益者)とした事業であることから、費
用負担を求める余地は無い。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括

成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

目標値より高い ○ 概ね目標値どおり

③
医療レセプト点検に係る過誤調
整率

％

② 就労者延べ数(生活保護者) 人
目標

①

実績

就労者延べ数(生活困窮者)

目標 1.07

実績 27

24

25

人
15 15目標

2
実績

15実績

28年度(実績)

③ 就労支援員等人数 人
計画 2

2 2

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 29年度(実績)

② プラン作成件数 件/年
計画 25

① 相談件数(新規) 件/年
計画 120

実績 34 21

委託

公
平
性

　関係機関との連携を進めることにより、生活困窮者の早期把
握及び就労支援の受入れ先の開拓を図っていく。

向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

　本事業により、生活保護に至る前の生活困窮者が自立につな
がることから、積極的な推進が必要である。また、事業費につ
いては事業種類により、国が3/4・2/3・1/2の負担割合となって
いる。

対象外
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

意図 自立を図る
妥当である

見直し余地がある
生活困窮者支援事業
（１）生活困窮者への支援事業
　①　「自立相談支援事業」→相談窓口を市に設置し、総合的な相談を受け付けるとともに生活困窮者を早
　　　期に把握し、一人ひとりに応じた自立に向けたプランを作成。
　②　「家計相談支援事業」→家計相談、指導、債務整理等の関係機関との調整。
　③　「就労準備支援事業」→社会生活自立のための職業訓練等
　④　「生活困窮世帯の子どもに対する学習支援事業」→高校受験の進学支援や高校中退防止の支援等
　⑤　「住宅確保給付金」→離職等により経済的に困窮し、住居を失うおそれがある者に対し給
　　　付金を支給することにより、安定した住居の確保と就労自立を図る。
（２）生活保護制度の適正化を図るための事業等
　①　「被保護者就労支援事業」→被保護者に対する就労を支援する就労支援員の設置。
　②　「生活保護適正化実施推進事業」→医療の適正指導や日常生活の健康管理等を行う健康管理支援員の
　　　設置や収入申告や扶養義務調査の実施。職員研修に係る旅費や生活保護システムの業務委託を行う。

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

【 事後評価 】平成 29 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 03 03 01

政策 2-5 福祉の充実
施策 1 地域福祉の推進

30年度(計画)

29年度(実績) 30年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

134730 生活困窮者支援事業

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的 生活困窮者の自立助長

対象 生活困窮者(生活保護受給者も含む)

120

後援・協賛 補助・助成

28年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 70 59
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　生活困窮者自立支援事業
単位：千円 　（１）生活困窮者への支援事業

　（２）生活保護者への支援事業
○ ～

　
●　（１）生活困窮者への支援事業＋（２）生活保護者への支援事業

生活困窮者支援事業

補助対象外
業務効率化等 1,857千円
・ｼｽﾃﾑ保守、ﾘｰｽ、消耗品、郵送料

④学習支援事業 2,332 1/2任意事業（補助金）

日常・社会生活自立のための訓
練

中学生に対する学習支援等

内容
3/4（負担金） 就労支援員報酬等2,326千円

1/2（補助）
職員研修旅費45千円
業務効率化1,076千円
・生保ｼｽﾃﾑ基準改定(一部)

事業名 事業費 負担率

①自立相談支援事業 14,050 3/4必須事業（負担金）

内容

③就労準備支援事業 3,465 2/3任意事業（補助金）

単位：千円

委
託

市
事
業
主
体

市
事
業
主
体

医療扶助関係
・健康管理支援員2,234千円
・診療報酬点検委託等519千円

適正化関係
・収入資産状況把握、扶養義務調査
等897千円

目

01

事業ｺｰﾄﾞ

134730

　生活困窮者(生活保護受給者を含む)の自立の促進を図ることを目的に、平成25年12月、生活
困窮者自立支援法が制定され、平成27年4月に施行となった。

一般財源 10,310 11,680

事業名

年度 平成

一般 03 03 生活困窮者支援事業

※特定財源の内訳

生活困窮者自立相談支援事業費等国庫負担金(14.1.1.10)
生活困窮者就労準備支援事業費等補助金(14.2.2.6)

その他

単年度繰返 期間限定 〔平成

事業開始の背景・経緯

①被保護者就労支援事業 2,197

②生活保護適正化 6,895

事業名 事業費 負担率

合計 32,904

小計 9,092

3/4（補助）
事業概要
生活困窮者支援事業
（１）生活困窮者への支援事業
　①　「自立相談支援事業」→相談窓口を市に設置し、総合的な相談を受け付けるとともに生活困窮者を早
　　　期に把握し、一人ひとりに応じた自立に向けたプランを作成。
　②　「家計相談支援事業」→家計相談、指導、債務整理等の関係機関との調整。
　③　「就労準備支援事業」→社会生活自立のための職業訓練等
　④　「生活困窮世帯の子どもに対する学習支援事業」→高校受験の進学支援や高校中退防止の支援等
　⑤　「住宅確保給付金」→離職等により経済的に困窮し、住居を失うおそれがある者に対し給
　　　付金を支給することにより、安定した住居の確保と就労自立を図る。
（２）生活保護制度の適正化を図るための事業等
　①　「被保護者就労支援事業」→被保護者に対する就労を支援する就労支援員の設置。
　②　「生活保護適正化実施推進事業」→医療の適正指導や日常生活の健康管理等を行う健康管理支援員の
　　　設置や収入申告や扶養義務調査の実施。職員研修に係る旅費や生活保護システムの業務委託を行う。

事業説明資料

・生活困窮者に対して、短時間の仕事見習いを受け入れてくれる地域資源の開拓。
・平成28年度から貧困の連鎖を防止するため、家庭学習や居場所づくりを支援し、高校進学後の退学者の防止に努める。

意見・要望等の状況（市政懇談会や支所執務、議会答弁対応その他意見・提言等）

部重点施策における目標

年度〕事業期間

小計 23,812

1,370

⑤住居確保給付金 ― 3/4必須事業（負担金）

事務費等 59

支給実績なし。

補助対象外

地方債
財
源
内
訳

国・県 18,973 21,224 2,251

29,283 32,904 3,621
②家計相談支援事業 3,906 1/2任意事業（補助金）

相談対応、プラン作成、関係機
関との調整

家計相談・指導、債務整理機関
との調整等

28年度
決算額(A)

29年度
決算額(B)

30年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

事業費

担当係長 内線

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

担当部署 部名 健康福祉部 課名 地域福祉課

平成 29 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
高橋 伸治 467
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生活保護事業 事務事業評価シート

30年度(計画)

29年度(実績) 30年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

134760 生活保護事業

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的 健康で文化的な最低限度の生活保障

対象 生活保護被保護者

716724

後援・協賛 補助・助成

28年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 721 715

【 事後評価 】平成 29 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 03 03 02

政策 2-5 福祉の充実
施策 1 地域福祉の推進

意図 最低限度の生活を保障し、就労等による自立助長を支援する。
妥当である

見直し余地がある

扶助費を支給する
　平成29年度　扶助費実績

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

委託

公
平
性

　就労支援員及び健康管理支援員の指導により、被保護者の就
労支援と生活指導を含めた健康指導を行う。

向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

　生活保護事務は、法定受託事務であり、事業費の負担につい
ては原則、国(3/4)、市(1/4)と定められている。
　また、生活保護事務に関わる職員(ｹｰｽﾜｰｶｰ)は社会福祉法第16
条の規定により、定数も定められている。

対象外
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

③
計画

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 29年度(実績)

②
計画

① 支給世帯 世帯
計画 751

実績

目標

実績

実績

28年度(実績)成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

目標値より高い 概ね目標値どおり

③

②
目標

①

実績

目標

実績

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

・当事業は、法定受託事務であり、福祉事務所を所管する市は、当該事業を実施していること
から、今後も引続き事業を実施する必要がある。

・平成20年度の経済危機の影響による雇用情勢の悪化のため、被保護者の大幅な増加が見受け
られたが、24年度以降は、毎年度、微減の状態に推移している。

・法令の適正な運用を図り、扶助費の適正支給を行っていく必要がある。

・就労支援の体制を強化し、被保護者の経済的自立に向けた支援を行い、就労者数の増加につ
なげる必要がある。

・精神疾患の被保護者が、増加しており、健康管理支援員による生活指導をはじめ、心のケア
や軽就労への取組みを行うため、関係機関との連携が必要である。

目標値より低い

　生活保護の実施機関は、原則、都道府県知事・市及び福祉事
務所を所管する町村長であり、当該事業は法定受託事務であ
る。

 受益と負担の適正化余地 　受益者は、生活に困窮する全ての市民等であることから、特
定の市民等が対象となっていない。
　負担については、被保護者には発生しえないことから、検討
の余地はない。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括
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※色付きのセルのみ入力してください。また、行・列の挿入や削除は絶対に行わないでください。 （単位：千円）

単位：千円 H29年度生活保護事業決算額 　千円

【給付費の推移】 （単位：千円）

前年増減率の計算式
扶助費（総額）A
前年増減率
保護世帯数（累計）B　
前年増減率
保護世帯数（１月当たり） B/12
保護人員（累計） C
前年増減率
保護人員（１月当たり） C/12
１世帯１月当たり扶助費　A/B

【平成29年度の状況】（保護停止含む）
・世帯数は７１５世帯前後、保護人員は９３０人前後で、近年やや減少傾向にある。
・現在の経済状況等から、今後大幅な需要増は想定されないと思われる。

・１世帯１月あたりの扶助費は１４９千円で、ほぼ横ばい状態にある。
○ ～

　

生活保護事業

8,486
- -1.3% -2.5% -0.5%

148.9

738 729 711 707
11,999 11,857 11,360 11,003

- -1.2% -4.2% -3.1%

1,263,515

H26決算(a) H27決算(b) H28決算(ｃ) H29決算(d)
a (b-a)/a (c-b)/b (d-c)/c

- 4.3% -5.4% -1.2%
8,857 8,746 8,528

平成 29 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
佐藤　英進 467担当係長 内線

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

担当部署 部名 健康福祉部 課名 地域福祉課

28年度
決算額(A)

29年度
決算額(B)

30年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

事業費
1,279,120 1,263,515 1,340,000 △ 15,605

1,297,152 1,352,451 1,279,120 1,263,515

財
源
内
訳

国・県 1,033,713 943,932 1,014,397 △ 89,781

地方債

325,603 74,176 1,000 988 947 917
146.5 154.6 150.0

部重点施策における目標

年度〕事業期間

事業概要

扶助費を支給する
　平成29年度　扶助費実績

事業説明資料

意見・要望等の状況（市政懇談会や支所執務、議会答弁対応その他意見・提言等）

単年度繰返 期間限定 〔平成

事業開始の背景・経緯

目

02

事業ｺｰﾄﾞ

134760

　憲法第25条に規定する理念に基づき、昭和25年5月4日に生活保護法が制定され、同事業の実
施機関は、原則、都道府県知事・市及び福祉事務所を管轄する町村長とされた。

一般財源 245,407 319,583

事業名

年度 平成

一般 03 03 生活保護事業

※特定財源の内訳

民生費国庫負担金(14.1.1.11)
民生費県負担金　(15.1.1.12)

その他


